第１５章　賃金及び労働
概況　
　昭和57年のわが国の経済は、前年の個人消費の低迷から57年は消費者物価は安定した。また、実質所得の増加に伴い個人消費は増加した。いわゆる外需から内需主導型に入れ替った。一方、世界経済の停滞の影響により鉱工業生産は年間を通じて低い伸びにとどまり、雇用、失業面にも影響を与え前年より高い失業率が続いた。
　労働市場の需給関係を表わす有効求人倍率は年間通じて低い水準が続いた。また、完全失業者数も大幅に増加するなど厳しい状況が続いた。こうした状況の中で雇用者数は製造業では減少したものの第三次産業の増加に伴い全体としては増加した。
一般賃金の水準
　昭和57年の大阪府の平均賃金の動きを毎月勤労統計調査結果からみると、常用労働者１人平均月間現金給与総額は、調査産業計で32万2714円で前年に比べ5.8パーセントの増加となり前年（5.2パーセント増）を上回った。また、実質賃金の動きをみると、消費者物価が51年から54年にかけて安定して推移したため実質賃金も比軽的堅調な伸び（1.2パーセントから3.4パーセント増）を示していたが、55年には消費者物価が再び騰勢（7.2パーセント増）を強めたため1.3パーセントの減少となった。その後56年には消費者物価が4.9パーセント増、57年には2.6パーセント増と鎮静化したことにより、実質賃金は56年は0.3パーセント増となり57年には3.1パーセント増と比較的高い伸びを示した。
賃金格差と産業別平均賃金の動向
　事業所規模別に賃金の動きを１人平均月間現金給与総額でみると、500人以上規模は36万4688円で前年に比べ4.9パーセント増（製造業では35万4903円、4.5パーセント増）、100人から499人規模では32万2076円で5.7パーセント増（同30万7290円､6.5パーセント増）、30人から99 人規模では30万1346円で6.8 パーセント増（同25万9566円、5.0パーセント増）となり、500人以上規模で前年の伸び（5.4パーセント増）を0.5ポイント下回ったものの100人から499人規模（前年5.2パーセント増）、30人から99人規模（同5.0パーセント増）でそれぞれ0.5ポイント、1.8ポイント上回った。
　この結果、500人以上の規模を100とした規模間の賃金格差は100人から499人規模で88.3 （前年88.1）、30人から99人規模で82.6（同79.7）となり、ともに格差を縮小した。
　次に、産業別に現金給与総額の動きをみると、「電気･ガス・水道・熱供給業」が41万154円で前年に続き全産業中最高となり、以下「金融・保険業」39万3304円、「運輸・通信業」34万7690円と続き、最低は「卸売業・小売業」の29万1725 円であった。また、対前年比をみると、最高の伸びを示したのは「運輸・通信業」で、10パーセント増と２桁台の伸びを示し、以下「サービス業」6.3パーセント増、「製造業」5.6パーセント増、「金融・保険業」5.4パーセント増と続き、最低の伸びは「不動産業」の2.8パーセント増であった。
　夏季・年末賞与の支給状況
　57年の夏季賞与（６月から８月）の１人平均支給額は44万111円で前年に比べ5.0パーセント増と前年（6.0パーセント増）を下回り、昭和36年以来最も低い伸びを示した。
　一方、57年年末賞与（11月から1月）の１人平均支給額は53万5598円で前年に比べ5.8パーセント増となり、前年の伸び（6.1パーセント増）を下回り、51年以来の低い伸びとなった。また、定期給与に対する支給割合は、夏季が1.66ヵ月分、年末が2.03ヵ月分となり前年と較べると夏季は同じで年末は0.02ヶ月分上回った。
労働時間の動向
　昭和57年における調査産業計の総実労働時間は月間平均で172.3時間で前年（171.5時間）より0.8時間増加となり、１週平均39.7時間、１日平均では7.94時間となった。これを所定内労働時間と所定外労働時間に分けてみると、それぞれ159.2時間、13.1時間で所定内、所定外ともに前年（159.1時間、12.4時間）より若干上回った。
　対前年比でみると、所定内で0.3パーセント増、所定外で4.0パーセント増と前年のマイナスからプラスに転じた。
労働市場と雇用の動向
　府下の職業安定所の職業紹介状況をまとめた「労働市場概要」によると、新規求人数は57年度の月間平均で２万1862人で前年度に比べ3.8パーセント減少し、前年の5.4パーセント増から減少に転じた。
　一方、新規求職者数は月間平均で２万5087人で前年比4.2パーセント増となった。
　この結果、新規求人倍率（新規求人数を新規求職数で割る）は0.87倍となり前年度（0.94倍）より0.07倍下がった。
　次に、常用雇用の動きを調査産業計で指数値でみると103.3（55年を100とする）で前年に比べ1.2パーセントの増加となった。これを過去にさかのぼってみると、48年から54年まで毎年減少していたが、55年に1.7パーセント増と増加に転じて以来３年続いて増加している。
